


序     文 

 

 スリランカ民主社会主義共和国の経済は、実質 GDP の伸び率で 5％前後と堅実な成長を続けていま

す。なかでも繊維・衣料産業は、工業全体の40％程度を占めるとともに、輸出全体でも約50％のシェ

アを有し、スリランカ最大の輸出産業となっています。 

一方で、2005年1月1日を以って失効したMultinational Fiber Agreement（MFA）及びインドとの

間で締結された自由貿易協定（FTA）、さらにこれを発展させた南アジア自由貿易協定（SAFTA）への取

り組みやバングラデシュ、インド、ミャンマー、スリランカ、タイ（BIMST）間の経済協力の動向を勘

案すると、繊維・衣料産業の将来見通しは必ずしも明るいわけではなく、同産業や農業製品に依存し

た産業構造から、多様でバランスのとれた構造への脱却が求められていると考えられます。 

このような状況から、スリランカ政府は1998年を「情報技術の年」として宣言し、情報技術（IT）

分野の強化を国家開発計画のなかで強力に推進すべきものとしました。しかしながら、スリランカの

IT関連産業の発展のためには、①人材、②インフラ、③市場、④組織の面で依然解決すべき課題が多

く、特にIT人材の不足は深刻で、IT産業とITを利用する様々な産業の発展にとって大きな制約要因

となっています。 

係る状況下、スリランカ政府は日本政府に対し、コロンボ大学コンピューター技術センター（ICT）

におけるマルチメディア技術の能力向上のための協力を要請してきました。 

この要請を受け、我が国は、2001年7月に第1次短期調査団、2001年11月に第2次短期調査団を

派遣し、要請の背景及び技術協力案件としての妥当性を確認し、基本計画及び投入計画について協議

を行ないました。2002 年 1 月には実施協議調査団を派遣し、合意結果を討議議事録（R/D）及び協議

議事録（ミニッツ）に取りまとめた上、署名・交換を行ないました。 

上述の経緯を経て、「スリランカ民主社会主義共和国情報技術分野人材育成計画」では、「コロンボ

大学スクールオブコンピューティング（UCSC）がスリランカ産業界のニーズにマッチしたITトレーニ

ングを、大学･IT 専門学校・産業界の IT 関連人材に対してより効果的･効率的に実施できるようにな

る」ことを目的として、2002年6月1日から3年間の協力を実施してきました。 

今次終了時評価調査は、プロジェクト終了を本年 5 月に控え、3 年間の協力実績について、評価 5

項目に照らして総合的に評価を行うとともに、今後のプロジェクト形成に係る教訓及び提言を引き出

すことを目的としました。 

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣にあたり、ご協

力いただいた両国の関係各位に深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次

第です。 

 

2005年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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 プロジェクトサイトは、COLOMBO（コロンボ）

のコロンボ大学内に設置。 
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評価調査結果要約表 

 

Ⅰ. 案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名：スリランカ情報技術分野人材育成計画 

分野：IT 支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 社会開発部第二グループ 

 情報通信チーム 

協力金額（評価時点）： 約 3億 7,662 万 5,000 円 

先方関係機関： コロンボ大学スクールオブ 

 コンピューティング（UCSC） 

日本側協力機関： 
協力期間 

 

2002 年 6 月 1 日～ 

2005 年 5 月 31 日

他の関連機関：豊橋技術科学大学、慶應義塾大学等

1. 協力の背景と概要 

スリランカ政府は 1998 年を「情報技術の年」として宣言し、情報技術（IT）分野の強化

を国家開発計画のなかで強力に推進すべきものとした。しかしながら、スリランカの IT

関連産業の発展のためには、①人材、②インフラ、③市場、④組織の面で依然解決すべき

課題が多く、特に IT 人材の不足は深刻で、IT 産業と IT を利用する様々な産業の発展にと

って大きな制約要因となっている。この意味で IT 分野における人材育成・能力向上は今日

のスリランカにとって緊急の課題となっている。 

係る状況下、スリランカ政府は日本政府に対し、コロンボ大学コンピューター技術セン

ターにおけるマルチメディア技術の能力向上のための協力を要請してきた。 

スリランカ政府からの新たな要請を受け、我が国は、2002 年 6 月 1日から 3年間を協力

期間として、専門家から移転された WBT に係る技術を活かし、カウンターパート（C/P）が

IT 研修コース並びに WBT コースを大学･IT 専門学校・産業界の IT 関連人材に対してより効

果的･効率的に実施すると共に、研究開発（R&D）能力を向上させることで、スリランカの

IT 産業・人材育成に寄与することを目的として協力を実施してきた。なお、コロンボ大学

コンピューター技術センターは、プロジェクト開始後の 2002 年 9 月にコンピューター科学

科と統合し、コロンボ大学スクールオブコンピューティング（UCSC）となっている。 

 

2. 協力内容 

(1) 上位目標 

スリランカ産業界における IT 関連人材が質・数ともに向上する。 

(2) プロジェクト目標 

UCSC がスリランカ産業界のニーズにマッチした IT トレーニングを、大学･IT 専門学校・

産業界の IT 関連人材に対してより効果的･効率的に実施できるようになる。 

(3) 成果 

1. UCSCの組織･機能が強化される。 

2. スリランカ側カウンターパート（C/P）がWBTの実施に必要なIT技能・技術を習得する。

3. UCSCは、WBTコンテンツ開発者／IT指導員を対象として、WBTに関するIT研修コースを実

施する。 

4. UCSCが開発したコンテンツによるWBTコースを実施する。 

5. UCSCにおいて、WBTに関連する研究開発能力が向上する。 

(4) 投入（評価時点） 

  日本側： 

   長期専門家派遣 2 名 

   短期専門家派遣 24 名 （2名予定含）

   研修員受入 15 名 

 

 

機材供与 約 1億 5,615 万 5,000 円 

ローカルコスト負担 約 1,043 万 3,000 円 

 

  スリランカ側： 

   カウンターパート配置 21 名 

   土地・施設提供  既存施設の利用 

 

ローカルコスト負担 約 7,262 万 8000 LKR

（機材・消耗品購入含む）
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Ⅱ. 評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 ：新関 良夫 国際協力機構 専門員 

研究開発評価 ：本間 寛臣 豊橋技術科学大学工学教育国際協力研究センター 

  教授 

評価分析 ：元嶋 直樹 （有）アクセスツーワン 代表取締役 

協力企画 ：岡田 薫 国際協力機構社会開発部第二グループ（情報通信）

  情報通信チーム 職員 

調査期間 2005 年 2 月 20 日～2005 年 3 月 10 日 評価種類：終了時評価 

Ⅲ. 評価結果の概要 

1. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

 プロジェクト目標・上位目標ともに、IT 国家戦略及び受益者のニーズと合致しており妥

当である。また、実施機関である UCSC は、スリランカにおける IT 人材育成の中枢機関と

してゆるぎない地位を確立しており、同機関の強化による波及効果は今後も増大するもの

と予測されるところ、妥当性は高かったと判断される。 

 

(2) 有効性 

 受益者へのヒアリング並びに短期専門家によるモニタリング結果から、技術移転の前後

で C/P のスキルは大幅に向上し、現在、UCSC は従来の対面集団式と比べて、より効率的・

効果的に WBT に係る IT 研修コース並びに WBT コース（モジュール）を提供している。プロ

ジェクト目標は現時点で概ね達成されており、有効性は高かったと判断される。 

 

(3) 効率性 

 一部の機材調達が遅延したこと、2名の直接 C/P が離職したことにより、効率性が一部損

なわれた。しかしながら、供与機材は UCSC において全て適切に活用されており、また、一

様な技術移転により離職した C/P の知識は他の C/P に十分に共有されていることなどから、

効率性を大きく阻害する要因とはなっていない。 

 直接 C/P をプロジェクト専任としたこと、過去の教訓に基づき、短期専門家中心の技術

移転とした上で、同一人物を複数回派遣したこと、協力大学における集中的な R&D 習得な

どが効率性に大きく貢献しており、効率性は概ね高かったと判断される。 

 

(4) インパクト 

 産業界及び企業は、UCSC による IT 研修コースをビジネスチャンスと捉えており、同研修

コースで得た知識を自社内で共有し、自社の目的達成のために活用している。また、幾つ

かの大学は、UCSC に対して WBT を用いた IT 研修及びコンテンツ開発を要望している。 

 更に、UCSC は従来の集団型学習と WBT とを組み合わせたブレンディッド・ラーニングア

プローチを開始しており、研修受講者の意識が「教わること」から「自ら学ぶこと」へと

変化しつつあることも、上位目標達成に向けたインパクトと考えられる。 

 

(5) 自立発展性 

 UCSC は堅固な財政基盤を有している上、下部機関 ADMTC を通じた自己収入の道も開かれ

ている。また、C/P は設備やソフトを更新する能力とともに、既に自身で技術を向上させる

ノウハウも身に付けている。UCSC は WBT に係る IT 研修機関として、既に確固たる地位を確

立していることなどからも、今後の自立発展性は高い。 ただし、スリランカにおける IT

技術の急速な変化において、プロジェクト結果の普及には幾つかの選択肢が考えられると

ころ、今後 UCSC は、組織としての方向性を定め、その役割を明確化していく必要がある。
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2. 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・ プロジェクト専任としての直接 C/P の配置 

・ 自立発展性を念頭に入れた R&D 分野への協力 

(2) 実施プロセスに関すること 

・ 高い専門知識を持った短期専門家の効果的投入 

・ 同一人物・複数回の短期専門家派遣、同専門家による帰国後のフォローアップ 

・ 産業－大学フォーラム（IUF）における産学間の交流・情報交換 

・ 大学の全面的なバックアップによる R&D 分野本邦研修 

 

3. 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

ログフレーム上の言葉の定義が曖昧であったため、以下の問題が生じた。 

・ 専門家を含めた日本側関係者の意思疎通に時間を要した。 

・ WBT の「モデルモジュール」が、「単なる技術サンプル」を指すのか、あるいは「本格

運用を念頭に置いたフレームワーク」なのかが明確でなかった。 

(2) 実施プロセスに関すること 

・ WBT モジュール開発にあたり、開発工数の見積もりが不十分であった。 

 

4. 結論 

 上述の評価結果により、プロジェクトは十分な自立発展性を有した十分なレベルに達して

いることから、計画どおり終了することが適当である。 

 幾つかの指標は達成されていないものの、UCSC の IT 人材育成能力は、まもなくこれら指

標を達成するに足る程度にまで向上したと評価できる。数多くの貢献要因の中でも、特にこ

の結果に寄与した要因としては、次の点が挙げられる。 

・ プロジェクトダイレクターの強力なリーダーシップ 

・ 短期専門家による効果的な質の高い技術移転 

・ 直接 C/P の積極的に学び吸収しようとする姿勢 

 

5. 提言 

(1) プロジェクト期間中における提言 

 ①WBT モジュールの開発・導入を完遂、②UCSC の BIT 学生等に対する WBT モジュールの

奨励を提言した。 

(2) プロジェクト終了後に対する提言 

 ①マーケティング・プロモーション強化と新ビジネスプランへのプロジェクト成果の反

映、②受講者ニーズの IT 研修コースへの取り込み、③R&D 能力の向上と実用的な目的への

活用、④チーム制業務に資する直接 C/P の専門性強化、⑤実践的かつニーズに応じたプロ

グラム提供のための C/P の実務経験蓄積⑥IUF に代表される産業界との連携の維持・促進を

提言した。 

 

6. 教訓 

 他の類似プロジェクトを効果的に実施するための教訓として、①プロトタイプレベルまで

の IT アプリケーション開発、②実施機関選定の重要性、③R&D 活動とその他の活動との関

連性明確化、④プロジェクト計画段階における専門家協力の必要性、⑤精緻かつ妥当なプロ

ジェクト計画策定の必要性、⑥必要に応じた迅速な計画変更、⑦言葉の定義の明確化、⑧円

滑な技術移転に資する短期専門家業務内容の精査、⑨日本側サポート体制の確立が挙げられ

た。 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 

 

1－1 調査団派遣の経緯と目的 

 
 本プロジェクトでは、「コロンボ大学スクールオブコンピューティング（UCSC）がスリランカ産業界

のニーズにマッチした IT トレーニングを、大学･IT 専門学校・産業界の IT 関連人材に対してより効果

的･効率的に実施できるようになる」ことを目的として、2002 年 6 月 1 日から 3 年間の協力を実施して

きた。 

 今次調査では、PDM（Project Design Matrix）に沿って、プロジェクトの実績並びに実施プロセスを

調査し、相手側機関と合同でプロジェクト目標等の達成状況を確認するとともに、評価 5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトの実施結果を評価する。さらに、

今後のプロジェクト形成に係る教訓及び提言を引き出した上、これらの結果をミニッツに取りまとめ、

署名・交換する。 

 

1－2 調査団の構成と調査期間 

 
本調査団は、団長をはじめとし、研究開発評価、評価分析、協力企画を担当する以下 4名で構成され

た。 

氏 名 担 当 所  属 

新関 良夫 団長／総括 独立行政法人国際協力機構 

国際協力専門員 

本間 寛臣 研究開発評価 豊橋技術科学大学 

工学教育国際協力研究センター 教授 

元嶋 直樹 評価分析 有限会社アクセスツーワン 

代表取締役社長 

岡田 薫 協力企画 独立行政法人国際協力機構 

社会開発部第二グループ 情報通信チーム 
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調査期間は 2005 年 2 月 20 日から同 3月 10 日までの 19 日間で、調査日程は以下のとおりである。 

 

日付   研究開発評価 団長／総括、協力企画 評価分析 

2/20 日    東京発 (SQ997 11:30) 

AM   コロンボ着 (SQ402 00:20) 

(10:00) 専門家との打合せ 

2/21 月 

PM   PD、PM、C/P インタビュー 

2/22 火    関係者インタビュー 

2/23 水    データ分析 

2/24 木    関係者インタビュー 

2/25 金    関係者インタビュー 

2/26 土    データ分析・アンケート結

果取りまとめ 

2/27 日   東京発 (SQ997 11:30) データ分析・アンケート結

果取りまとめ 

コロンボ着 

(SQ402 00:20) 

 AM  

( 9:30) スリランカ事務所打合せ 

(11:30) ERD 表敬 

2/28 月 

PM  (14:00) プロジェクトサイト視察 

AM  ( 9:30) キックオフミーティング 

PD、PM との協議（協議評価方法確認） 

3/1 火 

PM ハノイ発 (VN745) (14:00) PD、PM、C/P インタビュー・協議（プロジェ

クト実施プロセス、目標、成果、投入実績等確認） 

AM ( 9:00) 専門家との打合せ（実績確認、評価結果、教

訓、提言等について） 

3/2 水 

PM 

（フライト欠航、 

ハノイ泊） 

(16:00) 大使館表敬 (14:30) ICTA インタビュー

コロンボ着 (SQ402)  AM 

( 9:00) C/P プレゼンテーション及びインタビュー（R&D 分野について） 

3/3 木 

PM (14:00) C/P インタビュー（R&D 分野について） 

(16:00) 短期専門家との打ち合わせ 

AM 団内打合せ（評価結果総括、ミニッツ案・合同評価報告書案作成） 

UCSC 主催レセプション 

3/4 金 

PM 

(15:00) 専門家との打合せ 

3/5 土  団内打合せ（ミニッツ案・合同評価報告書案作成） 

3/6 日  団内打合せ（ミニッツ案・合同評価報告書案作成） 

AM ( 9:00) スリランカ側評価チームとの協議（評価結果について） 

(10:15) PD との協議 

(10:15) ODA タスクフォース（団長のみ） 

3/7 月 

PM 団内打合せ（合同評価報告書各々案及びミニッツ案確認・修正） 

3/8 火  コロンボ発 (CX710 01:10) 

名古屋着 (CX532 21:00) 

団内打合せ（合同評価報告書各々案及びミニッツ案確

認・修正） 

AM  JCC/IUF 準備、ミニッツ・合同評価報告書確認 

 (15:00) JCC/IUF  ミニッツ及び合同評価報告書署名 

3/9 水 

PM 

 (19:00) 日本側主催レセプション 

3/10 木   コロンボ発 (SQ401 01:35)、東京着 (SQ012 17:05) 

PD:  プロジェクトダイレクター 

PM:  プロジェクトマネージャー 

ERD: 海外援助局（Department of External Resources） 
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1－3 対象プロジェクトの概要 

 

(1) プロジェクト形成 

 第一次短期調査（2001 年 7 月）、第二次短期調査（2001 年 11 月）、実施協議（2002 年 1 月）に

てプロジェクト形成が行われた。 

 UCSC からは、特にマルチメディア技術の向上に係る協力として要請されたが、これにネットワ

ーク、セキュリティー、データベースなど各技術を加え、総合的な WBT 応用技術を移転することと

した。また、本プロジェクトは同時に WBT 応用の幾つかの研究開発（R&D）テーマについての能力

向上を計り、UCSC が IT 教育を担う中心的機関として継続的に存続していける組織を目指すことと

した。 

 

(2) プロジェクト実施体制 

本プロジェクトの実施体制は、高等教育・訓練省（2004 年 4 月以降、教育省）を所管省として、

UCSC を実施機関としている。 

また、関係する政府機関、大学、JICA 等をメンバーとした合同調整委員会（JCC）を設置し、最

高意思決定機関とするとともに、JCC の下に、大学と産業界のニーズを評価検討すること及び JCC

と本プロジェクトの裨益者との対話を促進することを目的として Industry - University Forum（産

業－大学フォーラム）を設置している。 

 

(3) 技術移転状況 

本プロジェクトでは、2002 年 6 月から順次、テクニカル・コーディネーター、チーフアドバイ

ザーが長期専門家として派遣されている。技術移転は、同年 9月の「情報システムの設計と利用」

分野の短期専門家派遣を皮切りに、当初想定していた 4分野（①マルチメディア応用、②コンピュ

ーターネットワーク、③情報システム管理、④データベース管理）に、WBT システム、インストラ

クショナルデザインを加えた計 6分野の要素技術について計画どおりに行われた。 

また、2002 年 8 月からは、研究開発分野（マルチメディアデータベース、音声認識、バーチャ

ルリアリティー）を中心に C/P の本邦研修が行われた。 

これら技術移転の結果、現在カウンターパートが講師となって、WBT のトレーナーを養成するた

めの研修コースを開始し、並行して WBT モジュールを開発している。中間評価にて確認された本プ

ロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果については、以下のとおりとなっている。 

 

＜上位目標＞ 

スリランカ産業界における IT 関連人材が質・数ともに向上する。 

＜プロジェクト目標＞ 

スクールオブコンピューティング（UCSC）がスリランカ産業界のニーズにマッチした IT トレ

ーニングを、大学･IT 専門学校・産業界の IT 関連人材に対してより効果的･効率的に実施できる

ようになる。 

＜成果＞ 

1) スクールオブコンピューティング（UCSC）の組織･機能が強化される。  

2) スリランカ側カウンターパート（C/P）がWBTの実施に必要なIT技能・技術を習得する。 
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3) UCSC は、WBT コンテンツ開発者／IT 指導員を対象として、WBT に関する IT 研修コースを実

施する。 

4) UCSC が開発したコンテンツによる WBT コースを実施する。 

5) UCSC において、WBT に関連する研究開発能力が向上する。 
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第 2 章 終了時評価の方法 

 

2－1 PDM（Project Design Matrix） 

 
今回の終了時評価にあたっては、中間評価時に改定された PDM を用いて評価を行う。 

 

2－2 主な調査項目と情報・データ収集方法 

 
(1) 主な調査項目 

1) 実績確認と実施プロセスの把握 

① 日本・スリランカ双方の投入、プロジェクトの活動実績、プロジェクトの成果、プロジェ

クト目標、上位目標の具体的な達成度合いを確認する。 

② 運営・管理状況、活動状況、カウンターパートへの技術移転方法を中心にプロジェクト協

力期間中の実施プロセスについて把握する。 

2) 評価 5項目による評価 

上記1）で確認されたプロジェクトの実績及び実施プロセスについて、以下の5つの観点（「評

価 5項目」）から評価を行う。 

① 妥当性 

② 有効性 

③ 効率性 

④ インパクト 

⑤ 自立発展性 

3) 阻害・貢献要因の総合的検証 

プロジェクト目標及び成果の達成に貢献した要因及び達成を阻害した要因を調査・分析す

る。 

4) 総括（結論） 

上記評価 5項目による評価結果を受けて、プロジェクトの総合判定を行う。 

5) 教訓及び提言 

① 上記結論に基づき、プロジェクト及びスリランカ側政府関係者に対し、提言や助言を行う。 

② 上記結論に基づき、実施中の他の類似プロジェクトや将来開始されるプロジェクトの発

掘・形成に参考になる事柄を取り纏める。 

 

(2) 情報・データ収集方法 

1) 文献資料調査 

本プロジェクトの半期報告書、活動実績報告、投入実績報告、プロジェクト計画管理諸表

及びスリランカの IT 国家戦略、産業統計に係る資料などから必要な情報を収集する。 

2) アンケート調査 

研修コース受講者及び同受講者派遣元に対し、アンケート調査を行う。 
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3) 直接観察 

UCSC の研修ルーム整備状況、研修コース用教材、WBT コンテンツの確認を行う。また、IT

関連機関を視察し、スリランカの IT 産業の現状とニーズに関する情報を収集する。 

 

4) インタビュー調査 

政府関係者、関係各機関（産業－大学フォーラムのメンバー）、プロジェクトカウンターパ

ート及び長期専門家に対してインタビュー調査を行う。 

 

2－3 スリランカ側評価チームの構成 

 
 スリランカ側評価チームは、U. L. Silva 氏をリーダーとして以下の 3名で構成された。 

氏 名 所  属 

Mr. U.L. Silva Director-IT 

Board of Investment of Sri Lanka (BOI) 

Dr. W.K. Hrimburegama Coordinator, IT Unit-Faculty of Science, and 

Senior Lecturer, Department of Plant Sciences 

University of Colombo 

Mr. Lionel Perera President 

Association for Computing Training Organizations (ACTOS) 

 

 なお、スリランカ側評価チームは、2005 年 3 月 7日に日本側調査団と協議を行い、合同評価報告書の

作成に協力した。 
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第 3 章 調査結果 

 

3－1 プロジェクトの実績 

 
3－1－1 上位目標・プロジェクト目標・成果 

プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

指標1：UCSCにて研修を受けた高度なIT人材が一定のペースで増加する。 

IT 関連人材の増加 

・ UCSC により提供されている、WBT に係る IT 研修または WBT モ

ジュールを使用した IT 関連人材は増加している。 

 
大学及び民間教育機関からの卒業生数 

国立大学 
国立技術 

大学 

民間教育 

機関 
計 学位の 

レベル 
2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 

Ph.D 0 0 0 0 0 0 0 0 

修士 307 511 76 204 159 100 542 815 

Post 

Graduate 

Diploma 

121 220 0 53 33 0 154 273 

学士 1,162 1,328 515 640 767 550 2,444 2,518 

計 1,590 2,059 591 897 959 650 3,130 3,606 

出所：Sri Lanka ICT Association (SLICTA) 

 
・ 13 の国立大学のうち、UCSC からの卒業生の数は、2004 年は約

270 名である。 

 

統計資料 

National IT 

Workforce 

Survey 

Sri Lanka 

ICT 

Association 

(SLICTA) 

 

指標 2：人材の数と技術レベルの両面において、産業界の IT 利用が向上する。 

上位目標 

 

スリランカ産業界

におけるIT関連人

材が質・数ともに

向上する。 

 

産業界の IT 利用の向上 

・ WBT に係る IT 研修を受講したある民間企業では、UCSC の IT

研修を受けて得られた技術を社内の e-ラーニングチームで共

有した上、新たな社内教育用途の e-ラーニング教材を開発し

ている。 

・ BIT（Bachelor of IT）学生らは、JAVA 及び PC 入門の力をつ

けるため、友人とともに WBT モジュールを使用し学んでいる。 

・ UCSC が実施した WBT に係る IT 研修について、総数 240 名の参

加者のうち、所属先が明瞭な者を大別すると、大学からの参加

者が総じて多い。 

UCSC の IT 研修に対する参加者の所属先 
参加者内訳 研修 

コース名 産業界 NPO IT 研修機関 大学 

C1-1 0 0 0 7 

C1-2 0 10 0 3 

C3-1 1 0 2 8 

C3-2 1 0 3 0 

C3-3 1 0 1 3 

C5-1 4 0 1 9 

C5-2 1 1 1 10 

出所：Annex 17 

注）所属組織が不明確な参加者を除く 

 

 

民間企業（IT

研修機関以

外）聞き取り

 

BIT 学生聞き

取り 

Annex 17 
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プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

・ 2003 年 10 月に実施した IT 研修（IT 研修コース名：C1-1）で

は、所属先が大学の参加者が 100％を占めていたが、その後の

研修コースでは IT 研修機関、NPO、産業界からの参加がみられ

る。 

IT 研修への参加者所属先比率 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

C1-1 C1-2 C3-1 C3-2 C3-3 C5-1 C5-2

大学

IT研修機関

NPO団体

産業界

 
出所：Annex 17 

 
指標：IT 研修コース並びに WBT に関する研究開発に対する UCSC スタッフの能力

が確立される。 

プロジェクト目標 

 

UCSC がスリランカ

産業界のニーズに

マッチしたIT研修

を、大学･IT 研修機

関・産業界の IT 関

連人材に対してよ

り効果的･効率的

に実施できるよう

になる。 

受益者の満足度 

1. IT 研修コースに対して 

・ 聞き取り調査の回答者全員が、UCSC の実施する IT 研修コース

に対し、予算、コース内容、講師、設備等について満足を表明

した。 

・ UCSC のインストラクショナルデザインコースでは、IT 研修コ

ースの構築手法を提供しており、IT 研修機関から「欠かすこ

との出来ない知識」と受け止められている。 

・ UCSC は、スリランカ及び南アジア地域において最も優れた IT

研修機関であるとの意見があった。 

2. WBT モジュールに対して 

・ WBTモジュールは何度でもWebを通じアクセスできるため、BIT

学生にとって、効率的かつ効果的に学習を進めることのできる

ツールとなっている。 

3. R&D 活動に対して 

・ 間接 C/P による R&D（研究開発）活動は、直接 C/P がより進ん

だ WBT コンテンツを作成するための重要な技術を提供してい

る。 

4. その他 

・ Flash 及びインストラクショナルデザインなどの新しい技術

は、IT 研修コース及び WBT モジュールの提供のみならず、

CD-ROM ベースのマルチメディア教材作成にも活用されてい

る。 

・ UCSC は、既に WBT やコンテンツ開発の依頼を他大学や産業界

から受けている。 

 

 

聞き取り調

査全般 

 

IT 研修機関

聞き取り 

 

C/P 聞き取

り、政府関係

者聞き取り 

BIT 学生聞き

取り 

 

 

C/P 聞き取り

 

 

 

大学聞き取

り 

 

 

大学聞き取

り 

指標：スタッフ・予算・資機材・管理システムの面で、数と質（能力）が向上す

る（強化される） 

成果 1 

UCSC の組織･機能

が強化される。 人員配置状況 

・ 3 人の Media Technology Assistant が新たに雇用され、コン

テンツ作成作業に従事している。 

・ 直接 C/P 2 名及び間接 C/P 1 名が離職した。 

 

Annex 3 
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プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

供与機材の活用状況 

・ 修理中の機材を除き、ほぼ全ての日本側供与機材が十分に活用

されている。評価時の観察においても、これが確認された。 

 

予算措置 

・ UCSC の予算は、過去 3 年間着実に増加している。各年度予算

見積りでは、2003 年 72,450,000 スリランカルピー（LKR）、2004

年 110,648,000LKR、2005 年 170,733,000LKR となっている。 

・ 他方、実績値としては、収入ベースで2002年度70,697,915LKR、

2003 年度 116,872,285LKR となっており、実績が見積り額を上

回っていることが分かる。 

 

UCSC のスタッフ・予算・設備（実績値） 

 2002 2003 

スタッフ数 (*1) 37 39 

予算 (*2) 70,697,915 116,872,285 

設備類 (*3) 100,514,647 161,511,677 

出所：UCSC Annual Report 

(*1)  インストラクタークラス以上の大学関係者数 

(*2)  収入額（LKR） 

(*3)  資産、植物、設備（Property, Plant & Equipment） 

 

JCC 他の調整会議 

・ 合同調整委員会（JCC）並びに JCC の下部機関として組織され

た産業－大学フォーラム（IUF：Industry - University Forum）

は、UCSC と JICA、スリランカ産業界の密な連携により、十分

に組織化され機能している。これまでに JCC 計 4 回、IUF 計 4

回実施されている。 

 

受益者の満足度 

・ 本プロジェクトを通じた UCSC 全体への技術移転が、UCSC の組

織力、機能を強化に大きく貢献したとの声があった。 

 

Annex 6 

 

 

 

Annex 9 

 

 

UCSC 年間報

告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Annex 22 

JCC・IUF 議

事録 

 

 

 

 

C/P 聞き取り

指標 1：UCSC で 6 人の上級 WBT インストラクターが育成される。 成果 2 

スリランカ側 C/P

が WBT の実施に必

要な IT 技能・技術

を習得する。 

C/P 技術レベル 

 

技術移転前後の C/P 技術レベル（専門家モニタリング） 
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0 20 40 60 80 100

Multi. Technology

Pedagogy

WBT System

Web Casting

Network 2

Network 1

Database

Muti. Application

Info. System
技術項目

達成レベル（％）

技術移転前

技術移転後

 
出所：Annex 14 

 

 
Annex 14 
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プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

技術移転方法 

・ 直接 C/P は、主に短期専門家及び本邦研修により、WBT の実施

に必要となるマルチメディア、ネットワーク、インストラクシ

ョナルデザイン他の技術を学んだ。特に、短期専門家による技

術移転では、現地での技術移転後に、本邦・現地間でメール等

によりフォローアップが実施された。 

・ 技術移転が全 C/P に対し一律実施された結果、数名の C/P の離

職があったものの、彼らの知識はその他の C/P に共有されてい

る。 

 

プロジェク

ト進捗報告

書 

 

 

C/P 聞 き 取

り、専門家聞

き取り 
指標 2：UCSC で 18 人の WBT コンテンツ開発者･IT 指導員が育成される。 

C/P 技術レベル 

・ C/P 聞き取りとともに、C/P によるプレゼンテーションによっ

て、研究開発能力の大幅な向上が確認された。 

 

技術移転方法 

・ 豊橋技術科学大学の全面的な協力を受け、R&D 分野に対する本

邦研修を中心に、間接 C/P に対する技術移転が行われた。 

・ 間接 C/P は、それぞれの研究分野や興味、技術に応じて、必要

となる WBT 関連技術を学んだ。彼らから直接 C/P に対し、必要

に応じ指導がなされた。 

 

 

 

 

 

Annex 5 

 

C/P 聞き取り

指標1：6種類の基本的なWBT教材が開発される。 

教材開発状況 

・ C/P は 6 つの基本的な WBT に関する教材を作成した。 

 

Annex 17 

指標 2：大学・IT 研修機関・産業界で 200 人の WBT コンテンツ開発者・IT 指導員

が育成される。 

成果 3 

UCSCがWBTコンテ

ンツ開発者／IT指

導員を対象とし

て、WBTに係るIT研

修コースを実施す

る。 

 

研修実施状況 

・ UCSC にて、2003 年 10 月から 13 回にわたって実施された IT 研

修コースに対して、大学、IT 研修機関、産業界から約 240 名

の参加があった。 

 

受講者の評価 

・ IT 研修内容に対する研修参加者の評価は非常に高い。設備以

外は、Good の評価が圧倒的に多く、設備については半数以上

が Excellent と評価している。総合評価については、15 名中

11 名が Good であった。 

 

研修参加者の IT 研修コースに対する評価 

レベル 内容 講師 設備 総合評価 

非常に悪い 0 0 0 0 

悪い 0 0 0 0 

どちらとも言えない 4 3 1 2 

よい 9 11 5 11 

非常によい 2 1 9 2 

出所：Web アンケート結果 

 
・ 当初の目標に比べて、トレーニング終了後の目的達成度は、15

名全員が目的の半分以上から 9 割までを達したと回答してい

る。また理解度については、目的達成度以上に高いスコアの回

答となっており、4名は 9割以上の理解が得られたと回答して

いる。 

 

 

Annex 17 

 

 

 

 

研修参加者

アンケート 
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プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

研修参加者の目標達成度/理解度（自己診断） 

 達成度 理解度 

度合 回答数 比率(%) 回答数 比率 (%) 

90 以上 0 0 4 26 

75-90 6 40 5 33 

60-75 5 33 5 33 

40-60 4 26 1 6 

25-40 0 0 0 0 

10-25 0 0 0 0 

10 以下 0 0 0 0 

出所：Web アンケート結果 

 
指標 1：UCSC で 8 つの WBT モジュールが導入され、300 名の学生・研修生が研修を

受ける。 

WBT モジュール開発状況 

・ UCSCが開発した8つのWBTモジュールのうち、Fundamentals of 

Programming、Java（Streaming）、Computer Driving License

が BIT 学生向けに、また、Image Processing、Digital Video 

Technology、Instructional design が MSc（Master of Science）

の学生に、それぞれ WBT コースとして提供された。残る 2つの

WBT モジュールのうち、Computer Network & Communication

については、既に第一段階の開発を了し 2005 年の 4 月から提

供される予定であり、Animation Fundamentals は大学のカリ

キュラム変更待ちとなっている。 

  

学生・研修生の利用状況 

・ 2005 年 3 月 1 日時点で、300 名以上の学生がこの WBT モジュー

ルを使用した。 

 
WBT モジュール使用者数 

  
日付

コース名 

Feb

11 

Feb

22 

Mar 

1 

Fundamentals of Programming 74 96 97 

Java（Streaming） 9 25 28 

Computer Driving License 53 72 75 
BIT 

小計 136 193 200 

Image Processing 1 3 4 

Digital Video Technology 4 6 7 

Instructional Design (*1) 101 101 102 

M.Sc & 

Others 

小計 106 110 113 

出所：LMS アクセスログ、出席者数 

(*1) WBT に関する研修コースの補足教材としてアクセス

した人、および間接 C/P のうち WBT モジュールを使

って自習した人の数を含む 

 

Annex 18 

専門家聞き

取り 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンテンツ

アクセスロ

グ、授業に出

席した学生

数 

指標 2：1,000 名の BIT（Bachelor of IT）学生が WBT コンテンツを用いた研修を

受ける。 

成果 4 

UCSC が開発したコ

ンテンツによる

WBT コースを実施

する。 

 

BIT 学生の利用状況 

・ 2005 年 3 月 1 日時点で、200 名の BIT 学生が、これらの WBT

モジュールにて研修を受けた。 

 

 

Annex 18 
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プロジェクト要約 指標および調査結果 手法・対象

指標：3つのWBTに関する論文が国内または国際会議にて発表される。 成果 5 

UCSCにおいて、WBT

に関連するR&D能

力が向上する。 

 

研究開発 

・ 豊橋技術科学大学のガイダンスにより、WBT 開発に必要とな

る、Multimedia Database System for WBT、3D Graphics and 

Virtual Reality、Robust Speech Recognition の 3 分野につ

いて研究開発（R&D）が実施された。 

論文数 

・ WBT に関する以下の 10 論文が国際学会にて発表された。 

1. “Image Coding Using the Self Similarity of Wavelet 

High Frequency Components“ at the 5th International IT 

Conference (IITC 2003), Dec. 2003 

2. “Asymmetry in Facial Expressions : 3D Analysis using 

Laser Rangefinder Systems” at the 5th International IT 

Conference (IITC 2003), Dec. 2003  

3. “An Architecture of a Media Based System to Support 

e-Learning” at the British Computer Society Sri Lanka 

Section, Oct. 2004. 

4. “From 2D to 3D: A case study from Sri Lankan Virtual 

Heritage” at the 10th International Conference on 

Virtual Systems and Multimedia (VSMM 2004), Nov. 2004 

5. “An Open Multimedia Database for Web Based Teaching” 

at International Conference of Virtual Systems and 

Multimedia (VSMM2004), Nov. 2004 

6. “Edge Enhancement of Digital Images Using Edge Profile 

Analysis” at 6th International IT Conference (IITC 

2004), Nov. 2004 

7. “Learning Patterns: Towards the Personalization of 

E-Learning” in Proceedings of International 

Information Technology Conference (IITC2003), Dec. 

2003.  

8. “Profile Based video Segmentation System to Support 

E-learning” at the 6th International IT Conference 

2004 (IITC2004), Nov. 2004 

9. “Speaker Search and Indexing for Multimedia 

Databases” at the 6th International IT Conference  

2004 (IITC2004), Nov. 2004 

10. “Implementation of a video segmentation system to 

support E-learning ” at the International Conference 

on Information Management in a Knowledge Society (ICIM 

2005),  Feb. 2005 

 

UCSC 年間報

告 
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3－1－2 投入 

内容 指標 実績（終了時評価時点） 参照 

スリランカ側投入 

1. C/P 
 

直接 C/P  6 名 

間接 C/P 18 名 

（間接 C/P のうち、少なくとも 3名

は R&D も担当） 

21 名（2005 年 3 月 9日現在） 

直接 C/P  6 名 うち 2名が離職 

間接 C/P 18 名 うち 1名が離職 

Annex 8 

 

2. 設備 UCSC での研修及び R&D 活動に係る

設備 

設備投資、機材調達・維持管理 Annex 10 

 

3. ローカル 

コスト 

プロジェクト実施に必要となる経

費 

プロジェクト実施経費 

7,262 万 8,000LKR 

Annex 9,10

日本側投入 

1. 専門家 

派遣 

長期専門家 2名 

チーフアドバイザー1名 

テクニカルコーディネーター1名 

 

短期専門家 

1. 年間 4～8名（WBT 技術移転） 

 

 

 

 

 

2. 年間 2-4 名（WBT に関する R&D）

 

 

 

 

プロジェクト期間中の専門家派遣

月数合計の合計は 40 人月 

長期専門家派遣（2名） 

チーフアドバイザー1名 

テクニカルコーディネーター1名 

 

 

WBT 技術専門家派遣（17 名） 

 2002 年：6人 

 2003 年：5人 

 2004 年：4人 

 2005 年：2人（予定） 

 

R&D 専門家派遣（7名） 

 2002 年：2人 

 2003 年：3人 

 2004 年：2人 

 

75.7 人月（2005 年 3 月 9日現在） 

 

計 26 名（予定含む） 

1 億 7,047 万 4,000 円 

Annex 4 

2. 機材供与 開発用の PC、サーバー、ソフトウエ

ア、および研修用の PC、サーバー、

ネットワーク設備、ソフトウエア等

1億 5,615 万 5,000 円 Annex 6,7 

3. 研修員 

受入 

毎年数名 2002 年 : 2 名 

2003 年 : 4 名 

2004 年 : 9 名 

 計 15 名 

 1,603 万 6,000 円 

Annex 5 

4. ローカル 

コスト 

 現地活動支援予算等 

1,043 万 3,000 円 

 

5. その他  調査団派遣 

 計 5 回（終了時評価含む） 

2,352 万 7,000 円 

 

日本側支出 

総計 3億 7,662 万 5,000 円 

 

 

Annex 7 
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3－2 評価 5 項目に照らした調査結果 

 
3－2－1 妥当性 

調査項目 結果 参照 

結果：スリランカ国家政策との整合性は高い 

ICT 人材育成は、スリランカ政府の ICT に関する基本政策「e-Sri Lanka」におい

て戦略の柱のひとつに位置づけられている。さらに、政府関係者は、IT 人材育成政

策の重要性を強く認識している。 

1-1 スリランカ

国家政策と

の整合性 

＋ 

 

 

 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

 

＋ 

ICT 人材育成は、e-Sri Lanka において、次のとおり 5つの戦

略の柱のひとつに挙げられている。 

 トップ・経営者の人的能力向上（トップと情報責任者

（CIO）を含む経営者が eCIO を定着させる）が、スリラ

ンカにおける eスリランカの実行を加速させる 

 ICT 専門家の数の増加が、スリランカ政策の公的部門及び

民間部門における実行を加速する 

 

e-Sri Lanka は、政府によって設立された民間機関である ICT

エージェンシーを主体として取り進められている。また、ス

リランカ国においては、情報通信技術政策を適切に実施する

ために「情報通信技術法（法律番号 27、2003 年）」が 2003 年

9 月 9日に制定されるなど、実施に向けた政府の強い意欲がう

かがえる。 

 

現在、教育の機会はコロンボに集中しているため、教員や教

材などの制約がある地方では、e-Learning が教育機会を提供

する貴重なツールとなっている。 

e-Sri Lanka 

 

 

 

 

 

 

 

政府関係者聞

き取り 

 

 

 

 

 

政府関係者聞

き取り 

結果：実施機関としての UCSC の妥当性は高い 

コロンボ大学は IT 人材開発において、豊富な歴史と経験を有している。1987 年

から JICA による 3 年間のプロジェクト方式技術協力が実施された後、係るプロジ

ェクト成果を十分に引き継ぎ、活用・発展させてきている。 

1-2 実施機関の

妥当性 

＋ 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

UCSC は、1987 年に IT 産業向けのエンジニアを養成すること

を目的として、JICA によるプロジェクト方式技術協力（スリ

ランカ・コンピューターセンター・プロジェクト）を得て創

設されたものである。 

 

モロトワ大学は通信、電子分野で強く、ペラデニア大学はネ

ットワーク分野で強いが、UCSC はコンピューターサイエンス

分野で強い。 

 

UCSC の特徴は、産業界のニーズによくマッチしたビジネスシ

ステムとビジネスアプリケーションである。 

 

多くの関係者は、UCSC は最先端の IT 技術を開拓しており、人

的資源などの関連資源も有しているところ、ICT 人材育成に係

るパイオニアであると高く評価している。 

 

UCSC は、IUF により UCSC と産業界との連携を強化している。 

政府関係者聞

き取り 

 

 

 

 

 

 

 

政府関係者聞

き取り 

 

政府関係者、

IT 研修機関聞

き取り 

 

C/P 聞き取り 

1-3 ターゲット

グループの

妥当性 

結果：ターゲットグループの妥当性は高い 

UCSC の教育・技術スタッフ、研究者、トレーナーには、高い学習意欲、研究意欲

が観察される。産業界においては、社内教育用に WBT 技術を利用するなどの動きが

活発化しつつある。 
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調査項目 結果 参照 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

WBT 技術は、大学での学習・研究に必要なツールとなっている。

C/P は、技術移転により習得した WBT 技術を活かし、自ら WBT

コンテンツを学習・開発している。 

 

他大学においても UCSC と同様、教育効果向上のために、マル

チメディア技術を用いたCD-ROMベースの教材開発を開発した

いとの意向を持っている。 

 

産業界では既に、Flash、HTML を使用し、社内教育用に

e-Learning コンテンツを開発するなどの動きが活発化しつつ

ある。 

C/P、UCSC 聞き

取り 

 

 

大学聞き取り

 

 

 

民間企業聞き

取り 

結果：スリランカ産業界ニーズとの整合性は高い 

産業界における IT エンジニアの需要は強く、学士以上の資格をもつ IT エンジニ

アの総数は、依然として需要全体の半分程度である。需要と供給のギャップは大き

い。また、UCSC が実施する WBT に係る IT 研修に対しては、IT 研修機関及び民間企

業からの需要がある。 

1-4 産業界ニー

ズとの整合

性 

＋ 

 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

2005 年では、スリランカ産業界における IT 技術者の需要は

5,724 名と推測される。一方、IT 関連の修士、Post Graduate 

Diploma、 学士の数は、3,607 名、うち、国立大学からの数は

2,059 名と推測されており、IT 技術者の質の向上とともに一

層の育成を行う必要がうかがえる。 

 

SLICTA（スリランカ ICT 協会）並びに政府関係者は、より多

くの人材に ICT 技術を修得させる必要があるという認識を持

っている。 

 

民間企業からは、今後も継続的に UCSC にてより進んだ WBT に

係る IT 研修が実施されることが期待されている。 

SLICTA：スリ

ランカ ICT 協

会“全国IT人

材調査” 

 

 

SLICTA、政府

関係者聞き取

り 

 

IT 研修機関、

民間企業聞き

取り 

結果：日本のスリランカ援助方針との整合性は高い 

外務省対スリランカ国別援助計画、JICA 事業実施計画ともに、IT 分野への協力

を重点分野としている。 

1-5 日本のスリ

ランカ援助

方針との整

合性 ＋ 

 

 

 

 

＋ 

2004 年外務省対スリランカ国別援助計画において、「IT 促進

のための支援」は、援助重点分野のひとつに取り上げられて

おり、経済活性化及び競争力強化のため IT 分野を然るべく強

化していくべきであるとしている。 

 

最新の JICA 事業実施計画において、スリランカ政府の IT 国

家開発計画に鑑み、IT 分野への協力を最重点分野の一つとし

て、多面的な協力をプログラムとして展開することが重要で

あるとしている。 

外務省対スリ

ランカ国別援

助計画 

 

 

JICA 事業実施

計画 

 



- 16 - 

3－2－2 有効性 

調査項目 結果 参照 

結果：各成果の達成度は高い 2-1 成果の達成

度 ＋ 「3-1 プロジェクトの実績」に示したとおり、成果はほぼ達

成された。 

3-1 プロジェ

クトの実績 

結果：プロジェクト目標の達成度は高い 2-2 プロジェク

ト目標の達

成度 

＋ 

 

 

 

 

 

＋ 

C/P は WBT 開発に必要なスキルを身につけ、UCSC や BIT

（Bachelor of Information Technology）学生に対して、対

面集団式と比べて、より効率的・効果的に WBT モジュールを

提供している。また、WBT に係る IT 研修コース、WBT コース

への参加者の評価は、非常に高い。 

 

他大学や産業界から WBT やコンテンツ開発の依頼を受けてお

り、UCSC が実施しているトレーニングがニーズにマッチして

いることがうかがえる。 

3-1 プロジェ

クトの実績、

本表 2-3 

 

 

 

3-1 プロジェ

クトの実績、

本表 2-3 

結果：各成果の有効性は高い 

1. UCSC の組織・機能が強化される（成果 1） 

結果：強化された UCSC の組織力及び機能は、円滑な IT 研修実施に貢献した 

＋ 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

修理中の機材を除き、日本側供与機材はいずれも十分に活用

されている。 

 

UCSC においては、技術がトップから学生まで組織全体に効率

的に移転する教育システムが定着しており、これが強固な組

織基盤を形成している。 

 

UCSC は IUF での助言を取り入れつつ、産業界にとって最も優

先度の高い項目のひとつであるWBT研修を実施してきている。

プロジェクトにより組織された IUF は、UCSC と産業界の連携

強化に寄与している。 

Annex 6 

 

 

C/P 聞き取り 

 

 

 

政府関係者聞

き取り 

2. スリランカ側 C/P が WBT の実施に必要な IT 技能・技術を習得する（成果 2） 

結果：専門家から移転された技術は、C/P の IT 研修能力の向上に寄与した 

＋ 

 

 

＋ 

 

 

 

 

＋ 

専門家からの技術移転により、C/P は WBT の開発並びに研修に

必要な技能を身に付けた。 

 

専門家から移転された技術を基に C/P は更なる独自学習を重

ね、新たな編集ツールを使用し、また、IT 研修コースに利用

する LMS（Learning Management System）を開発するまでにな

っている。 

 

IT 研修コースの実施に特に効果的であった習得技術は、高度

マルチメディア技術とインストラクショナルデザインであっ

た。 

Annex 14 

 

 

C/P 聞き取り 

専門家聞き取

り 

 

 

C/P 聞き取り 

3. UCSC が WBT コンテンツ開発者/IT 指導員を対象として、WBT に係る IT 研修コー

スを実施する（成果 3） 

結果：WBT に関する IT 研修コースの実施は、UCSC の研修能力の向上に寄与した。

IT 研修コースについては、一部改善の余地が認められる 

2-3 各成果のプ

ロジェクト

目標達成に

向けた貢献

度合い 

＋ 

 

 

 

C/P は 6 つの基本的な WBT 教材を開発した上、WBT に関する IT

研修コースを実施している。更に CD-ROM ベースの自主学習教

材を作成するなど、IT 研修実施に必要な能力を身に付けてい

る。 

C/P 聞き取り 
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調査項目 結果 参照 

＋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

－ 

プロジェクト初期においては、C/P は効果的な研修方法に関す

る具体的な案を持っていなかった。その後、IT 研修コース終

了時にUCSCは受講者からのフィードバックを受けつけること

で、IT 研修コースの問題点や受講者のニーズを把握すること

ができるようになった。結果、C/P は自らの手でカリキュラム

を見直すと共に、研修日程を生徒が参加し易い週末へと変更

するなど、IT 研修コースを自ら改善していく能力を身に付け

た。 

 

改善された IT 研修内容に対する研修参加者の評価も高く、

UCSC による IT 研修が産業界のニーズに沿った内容であると

考えられる。 

 

IT 研修コース受講者からは一部、研修講師（C/P）が常に誰か

に付き切りであったため十分な質問が出来なかったことや、

演習時間の拡充を求める声があった。 

長期専門家聞

き取り 

 

 

 

 

 

 

 

民間企業聞き

取り 

 

 

IT 研修機関、

大学関係者聞

き取り 

4. UCSC が開発したコンテンツによる WBT コースを実施する（成果 4） 

結果：WBT モジュールは、効率的かつ効果的な IT 研修実施に貢献した 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

C/P が開発した WBT モジュールは、BIT 学生や MSc（Master of 

Science）の学生に提供されており、アクセスログから利用者

は増加傾向にある。 

 

BIT 学生は、試験前などに WBT モジュールを用いて反復学習を

行なう中で、その価値を非常に効率的かつ効果的であると評

価しており、長期専門家もこれに同意している。 

 

e-learning は、追加的なコスト無く地方に教育の機会を提供

することが可能であり、有効なツールとして先方政府関係者

に受け止められている。 

Annex 18 

 

 

 

BIT 学生聞き

取り、専門家

聞き取り 

 

政府関係者聞

き取り 

5. UCSC において、WBT に関連する R&D 能力が向上する（成果 5） 

結果：R&D 能力の向上は、UCSC の WBT 能力強化に貢献した 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

R&D は WBT の技術的なサポートを行なうと共に、IT 研修に対

して進んだ WBT コンテンツを開発するための重要な技術・助

言を与えた。 

 

C/P は R&D 活動により身に付けた技術を幅広く様々な分野に

応用する素地を身に付けている。例えば、三次元グラフィッ

クスは、科学分野における WBT 研修に貢献すると考えられる。

また、高度音声認識は、教育機会をより多くの人に提供し、

デジタルデバイドの解消に貢献すると考えられる。さらに、

マルチメディアデータベースは、人間と WBT コンテンツ間の

より効率的なインターフェイスとして機能することが考えら

れる。 

C/P 聞き取り 

 

 

 

短期専門家聞

き取り 
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3－2－3 効率性 

調査項目 結果 参照 

結果：投入の質・量・タイミングは概ね適切（一部不適切）であった 

1. 専門家派遣 

結果：概ね適切であった 

＋ 

 

＋ 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

± 

長期専門家及び短期専門家は計画どおり派遣された。 

 

C/P からは一部短期専門家派遣期間の短さについて言及があ

ったものの、ほぼ適切であったと回答しており、専門家の質

を高く評価している。なお、一部の C/P からは、派遣期間の

短さについて言及があった。 

 

短期専門家のうち数名は、複数回派遣されたために C/P の技

術力の理解に時間を割くことなく効率的な技術移転に寄与し

たこと、派遣後においてもメール等を利用して技術的なフォ

ローアップを行なったことが派遣時の移転技術を補完するこ

とに繋がったことなどが挙げられる。 

 

プロジェクト初年度に派遣された短期専門家については、英

語能力に不足が見られた。この問題は、その後長期専門家及

び国内支援委員推薦による短期専門家を派遣することにより

大きく解消された。 

Annex 4 

 

C/P 聞き取り 

 

 

 

 

長期専門家、

C/P 聞き取り 

 

 

 

 

C/P 聞き取り 

2. 供与機材 

結果：一部の機材調達に遅延が生じ、技術移転に支障が生じた 

－ 

 

 

 

 

 

＋ 

ほぼ全ての機材が計画どおりに供与され十分に活用されてい

るが、R&D 分野・音声認識の機材については半年程度遅延し、

R&D 活動に支障が生じた。 

初年度に供与された機材には、技術移転に必要な機材の一部

不足なども見られたため、翌年度に追加調達を行った。 

 

全ての資機材は十分に活用されており、C/P 及び IT 研修コー

ス受講者からも高く評価されている。 

プロジェクト

進捗報告書、

C/P、長期専門

家聞き取り 

 

 

C/P、民間企業

聞き取り 

3. 研修員受入 

結果：適切であった 

＋ 

 

＋ 

研修員受入は計画どおり実施された。 

 

本邦研修にて得た WBT 技術を基に IT 研修を実施しているな

ど、C/P からの本邦研修に対する満足度は総じて高い。特に、

豊橋技術科学大学の全面的な協力により行なわれた R&D 分野

の本邦研修は、非常に効率的であったと考えられる。 

プロジェクト

進捗報告書 

C/P 聞き取り 

4. C/P 配置 

結果：C/P の離職により一部効率性が損なわれた 

3-1 投入の質・

量・タイミン

グの適切性 

＋ 

 

 

 

± 

直接 C/P は、専任としてプロジェクトの開始時に新たに雇用

されており、技術移転の効率性を向上させた。また、間接 C/P

も特定分野の専門家として直接 C/P を指導した。 

 

当初 C/P は計画どおり配置されたが、その後数名の離職があ

ったため、一部効率性が損なわれている。しかしながら、全

ての直接 C/P に一様に技術移転が実施されたため、離職した

C/P の知識については他の C/P に十分に共有されている。 

C/P 聞き取り 
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調査項目 結果 参照 

5. UCSC 施設 

結果：適切であった 

＋ UCSC は立地条件も良く、IT 研修に必要な資機材も十分に整備

されている。 

観察、C/P 聞き

取り 

6. ローカルコスト負担 

結果：適切であった 

 

＋ プロジェクトに対してローカルコストは適切に配賦され、ス

リランカ側ローカルコストは人件費や資機材のメンテナンス

に当てられた他、日本側ローカルコストは必要な消耗品の購

入、旅費等に使用された。 

Annex 9 

結果：JCC、IUF の効率性への貢献度は高い 3-2 JCC、IUF の

効率性への

貢献度合い 

＋ JCC は、プロジェクトの進捗確認、意見交換・調整の場として

実質的に機能した。また、UCSC は、IUF において他大学及び

産業界から助言を受けつつ、WBT 研修を実施している。 

3-1 プロジェ

クトの実績、

政府関係者聞

き取り 
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3－2－4 インパクト 

調査項目 結果 参照 

結果：上位目標は一定程度達成された 

 民間企業においては、UCSC にて実施される IT 研修に社員を参加させた上、社内

人材育成に WBT を導入し始めている。間接的インパクトをも勘案すると、3～5年後

に上位目標が達成される可能性は高い。 

4-1 上位目標の

達成度（達成

見込み） 

＋ 

 

 

＋ 

 

 

 

 

 

 

± 

 

 

± 

 

 

 

＋ 

 

 

＋ 

「3-1 プロジェクトの実績」に示したとおり、上位目標は一

定程度達成された。 

 

UCSC による WBT に関する IT 研修への産業界からの受講者は、

その習得した技術や方法論を自社において活用しようとして

おり、IT 研修に参加しなかったスタッフに対し習得成果の情

報共有を図っている。なお、当該企業においては、従業員の

基礎知識、モバイル技術、顧客への接し方などについて、既

に e-Learning コンテンツの製作に取り掛かっている。 

 

WBT のニーズはあるものの、WBT の有効性について産業界と政

府の更なる認識の向上が必要であるとの指摘があった。 

 

2000 年に開始された BIT プログラムは、学生に利用され、彼

らの能力向上に寄与しているが、学生がより利用しやすい環

境とシステムを提供すべく改善を図る必要がある。 

 

インフラ整備に関しては、優良な民間企業が複数存在してお

り、ADSL であれば回線構築に支障はない。 

 

プロジェクト実施により向上したIT研修能力及びR&D能力を

有効に活用し、サービスの提供を国内及び近隣地域に拡大す

るため、JICA 現地国内研修及び第三国研修の適用が検討され

ている。 

3-1 プロジェ

クトの実績 

 

民間企業聞き

取り 

 

 

 

 

 

C/P 聞き取り 

 

 

専門家聞き取

り、観察 

 

 

SLT 聞き取り 

 

 

 

結果：複数の間接的インパクトが確認された 

 IT 研修機関は、UCSC からの WBT 技術の習得と自社での活用に積極的であり、ま

た、幾つかの大学は UCSC に対して WBT に係る協力を要請しているなど、UCSC での

IT 研修は民間企業等と競合することなく、正のインパクトが発現している。 

4-2 間接的イン

パクト 

＋ 

 

 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

＋ 

IT 研修機関においては、インストラクショナルデザイン等の

新たな WBT 技術及び手法を、自社の IT 研修コースに活かしコ

ースデザインを行なおうとしている。これら機関は新たな技

術の習得に意欲的であり、UCSC に対しては更に進んだインス

トラクショナルデザイン等の研修コースを希望している。 

 

UCSCが実施しているBITプログラムに関連したIT研修の提供

機関においても、BIT プログラムの継続を希望する声が聞かれ

た。 

 

UCSC の研修により WBT 技術を習得した質の高いソフトウェア

技術者が獲得・育成できるため、IT 研修機関は、UCSC が今後

も引き続き BIT プログラム及び WBT 研修コースを実施するこ

とを期待している。 

 

UCSC は、既にルフナ大学及びペラデニア大学等から WBT に係

る IT 研修の実施及びコンテンツ開発について打診されてい

る。また、政府関係機関からは、UCSC から他大学に向けて IT

IT 研修機関聞

き取り 

 

 

 

 

IT 研修機関聞

き取り 

 

 

IT 研修機関聞

き取り 

 

 

 

C/P、長期専門

家、政府関係

者聞き取り 
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調査項目 結果 参照 

研修コースが実施されれば、スリランカ全体の WBT 関連技術

者の増大に大きく寄与するものと期待されている。 

結果：WBT そのものが持つインパクトが確認された 

 WBT 技術の活用による C/P 及び研修受講者のマインドの変化、WBT そのものが持

つ他分野への応用力が改めて確認された。 

4-3 その他のイ

ンパクト 

＋ 

 

 

 

 

＋ 

UCSC で導入された WBT を活用した研修によって、C/P 及び研

修受講者の意識が「教わること」から「自ら学ぶこと」へと

変化しつつあり、WBT の更なる普及が、係るパラダイムシフト

を加速させるものと考えられる。 

 

本プロジェクトにおいては、WBT 技術を用いた IT 関連のコン

テンツを作成したが、各分野特有のコンテンツを製作するこ

とで、WBT を様々な分野の人材育成に利用することができる。 

既に、銀行業務やモバイル技術等、スリランカ国内において

も他分野へ応用されているケースがあり、これは WBT 技術の

別のインパクトとして捉えることができる。 

C/P 聞き取り 
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3－2－5 自立発展性 

調査項目 結果 参照 

結果：組織面での自立発展性は高い 

UCSC はスリランカにおける唯一の WBT に係る IT 研修機関として、確固たる地位

を確立している。今後は組織としての方向性を定め、その役割の明確化する必要が

ある。 

5-1 組織面の自

立発展性 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

 

＋ 

 

 

 

 

± 

UCSCはスリランカにおいてWBT技術を提供している唯一のIT

研修機関であり、スリランカ及び南西アジアにおいても確固

たる地位を確立している。 

 

産業界及び政府からは、強みであるコンピューターサイエン

スの競争力を維持すると共に、より進んだ WBT に係る IT 研修

を提供することが UCSC に求められている。 

 

UCSC は、IUF の設置により他大学及び産業界との連携を強化

しており、また、C/P は移転された技術を自ら更新・発展させ

る能力を有していることなどから、今後もスリランカの IT 人

材育成の拠点として重要な役割を担うと考えられる。 

 

今後のプロジェクト成果普及及び組織的発展にあたっては、

UCSC 及び BIT の学生向けの対面式 IT 研修や WBT の活用、R&D

能力の強化、更には企業研修などのコンサルティングサービ

スなど、重点の置き方に幾つかの選択肢がある。UCSC は IT

人材育成の拠点としてその役割をより明確化していく必要が

ある。 

政府関係者聞

き取り 

 

 

政府関係者、

IT 研修機関、

民間企業聞き

取り 

結果：技術面での自立発展性は高い 

 C/P は UCSC の自立発展に必要な技術を十分に身に付けており、また、プロジェク

トにて実施された R&D 活動が、技術面での自立発展性を更に高めている。 

5-2 技術面の自

立発展性 

＋ 

 

 

 

 

 

± 

 

 

 

 

 

＋ 

C/P は既に、IT 技術の急速な変化に応じて、新たな知識を習

得し、彼ら自身で技術を向上させるノウハウを身に付けてい

る。IT 研修コースの実施を通じて Plan-Do-Check-Action サイ

クルの考え方が根付きつつあり、C/P は新たな研修コース実施

に向けた企画・立案が可能となっている。 

 

直接 C/P はインストラクターとして、プロジェクト実施にあ

たり新たに専任で雇用されており、修士以上を有していない

ため、今後のキャリアパスに関心を寄せている。この関連で、

彼らは既にUCSCの修士課程を了するようアドバイスを受けて

おり、彼らのうちの 2名は既に修士課程に在籍している。 

 

R&D 活動により蓄積された知識により、C/P は WBT 技術を他分

野に応用していくことが可能となりつつある。 

C/P、専門家聞

き取り 

 

 

 

 

C/P 聞き取り 

 

 

 

 

 

C/P 聞き取り 

結果：財政面での自立発展性は高い 

 UCSC は政府からの安定した予算配賦に加え、下部機関 ADMTC を通じて自己収入の

道も開けており、その財政基盤は堅固である。 

5-3 財政面の自

立発展性 

＋ 

 

 

＋ 

 

 

 

UCSC には政府から安定した予算配賦がなされており、その予

算額は、過去 3年間着実に増加している。 

 

UCSC の IT 研修コースに参加した全ての受講者は、より進んだ

IT 研修コースを受けたいと希望しており、既に幾つかの要望

が UCSC に届いている。また、他大学から WBT に係る IT 研修

及びコンテンツ開発について引き合いが来ている。 

3-1 プロジェ

クトの実績 

Annex 9 

IT 研修機関、

民間企業、C/P

聞き取り 
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調査項目 結果 参照 

＋ 

 

 

 

＋ 

UCSC では、デジタルマルチメディアスタジオを活用して作成

したコンテンツについて、制作費と CD-ROM 配布費として BIT

から収入を得ている。 

 

UCSC では、R&D 活動等において Linux、MySQL、aTutor、Xindice

といったオープンソースソフトウェアを積極的に利用してお

り、支出は最低限に抑えられている。 

C/P 聞き取り 

 

 

 

C/P 聞き取り 
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第 4 章 評価結果 

 

4－1 評価 5 項目の評価結果 

 
4－1－1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高かったと判断される。 

・ IT 政策との整合性 

 スリランカ国における IT 政策は、2002 年末に策定された e-Sri Lanka を ICT に関する基本政

策としており、2003 年から 5年間を対象期間として、ICT 人材育成を 5つの戦略の柱のひとつに

取り上げている。本プロジェクトの上位目標である「スリランカ産業界における IT 関連人材の

質・数の向上」は、国家政策に合致したものである。 

日本の援助政策においては、同国に対する援助重点分野のひとつに「IT 化促進のための支援」を

挙げており、また、JICA の国別事業実施計画の重点分野とも合致している。 

 

・ 本プロジェクトの必要性 

 スリランカにおいては、繊維・衣料産業が工業全体の 40％程度を占めるとともに、輸出全体で

も約 50%のシェアを有しているが、同産業や農業製品に依存した産業構造から、多様でバランス

のとれた構造への脱却が求められている。 

 スリランカ産業界、専門学校、政府に対するインタビューによると、WBT 技術に対する需要は

益々顕著になっている。また、十分にトレーニングを受けた WBT 技術者数は、未だ需要との乖離

が大きく、産業界からは強い需要がある。 

 

・ 戦略としての妥当性 

 実施機関である UCSC は、スリランカにおける 13 の国立大学の中で、20 年間 Computer Science

の教育機関として十分な経験を持っており、スリランカにおける IT 人材育成の中枢機関として

ゆるぎない地位を確立している。民間 IT 企業も UCSC をスリランカにおける最先端の IT 研修機

関であると評価しており、同機関の強化による波及効果は今後も増大するものと予測されるとこ

ろ、実施機関としての選定は妥当である。 

 

4－1－2 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から高かったと判断される。 

・ プロジェクト目標は概ね達成された。 

 一部指標については達成されていないものの、C/P は WBT 開発に必要なスキルを身につけ、UCSC

や BIT（Bachelor of Information Technology）学生に対して、対面集団式と比べて、より効率

的・効果的に WBT モジュールを提供している。WBT に係る IT 研修コース、WBT コースへの参加者

の評価は、非常に高い。また、他大学や産業界から WBT やコンテンツ開発の依頼を受けており、

UCSC が実施しているトレーニングがニーズにマッチしていることを示している。今後は、インス

トラクショナルデザイン手法を考慮に入れつつ、ブレンディッド・ラーニングアプローチの充実

により更に効果・効率性を向上できる可能性がある。 
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・ 各アウトプットのプロジェクト達成に向けた貢献度は大きいと判断される。 

1) UCSC の組織･機能が強化される。（アウトプット 1） 

 R&D 活動を含め、強化された UCSC の組織・機能は、UCSC の IT 研修コースに係る能力の向

上に貢献している。また、本プロジェクト合同調整委員会（JCC）の下部組織として設置した

産業－大学フォーラム（IUF）は UCSC と産業界との結びつきの強化に貢献した。 

 さらに、参加者からのフィードバックに基づき、C/P は IT 研修コースのカリキュラムを改

良した。この再構築された IT 研修コースへの参加者の評価は高く、Plan- Do- Check- Action

（PCDA）サイクルが UCSC に根付きつつある。 

 

2) C/P が WBT の実施に必要な IT 技能・技術を習得する。（アウトプット 2） 

 C/P は WBT の実施に必要な IT 技能・技術を習得し、それらの技能・技術が WBT コンテンツ

開発並びに IT 研修を可能にしている。 

 

3) UCSC は、WBT コンテンツ開発者／IT 指導員を対象として、WBT に関する IT 研修コースを実施

する。（アウトプット 3） 

 IT 研修コース受講者に対するインタビューによると、彼ら全員が IT 研修コースを高く評

価しており、その主な理由として UCSC がインストラクショナルデザインなどを含めた WBT に

係る IT 研修コースを提供する唯一の機関であることを挙げている。 

 また、研修の時間帯を週日から週末へと変更したことにより、より多くの生徒が IT 研修コ

ースに参加できる効果的な研修コースとなった。WBT に係る IT 研修コースは、UCSC の IT 研

修実施をより効果的なものとしている。 

 

4) UCSC が開発したコンテンツによる WBT コースを実施する。（アウトプット 4） 

 UCSC は MSc（Master of Science）及び BIT の学生に WBT コース（モジュール）を提供して

いる。彼らに対するインタビューによると、MSc の学生は特にインストラクショナルデザイ

ンコースを彼らの学習に利用している。BIT の学生は開発された 3 つ全ての WBT コースを試

験合格のために利用している。WBT コースは、場所・時間を選ぶことなく、また追加コスト

もなく繰り返し利用できるため、効果的・効率的な研修方法として彼ら生徒に評価されてい

る。 

 

5) UCSC において、WBT に関連する研究開発能力が向上する。（アウトプット 5） 

 本プロジェクトの R&D 活動に参加している間接 C/P は、必要に応じて直接 C/P を指導して

おり、彼らアカデミックな人材も UCSC の IT 研修実施能力に貢献している。 

 

4－1－3 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から概ね高かったと判断される。 

・ 専門家派遣 

 専門家派遣は計画どおりに行なわれ、計画された技術移転は最終セミナーを残すのみとなった。

C/P へのインタビューでは、短期専門家派遣期間の短さについて言及があったものの、ほぼ「適

切であった」と回答しており、専門家派遣の結果を高く評価している。先端技術の移転であった  
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ことを考慮すると、短期専門家による技術移転は適切であったと考えられる。 

特に、短期専門家のうち数名は複数回派遣されており、技術移転の継続性の観点から非常に効率   

  的であったと判断される。 

 

・ 機材調達 

 ほぼ全ての機材が計画どおり供与されたが、R&D 分野・音声認識の機材は、半年程度遅延し、

R&D 活動の本格的な開始が遅れた。2002 年に供与された機材には、技術移転に必要な機材の不足

なども見られた。 

 全ての資機材は、十分に利用されており、C/P及びIT研修コース参加者に高く評価されている。 

 

・ 本邦研修 

 C/P の本邦研修は、彼らの WBT 技術及び R&D 能力の向上に貢献した。C/P へのインタビュー結

果からも、本邦研修にて得た WBT 技術を基に IT 研修を実施しているなど、本邦研修に対する満

足度は総じて高い。特に、豊橋技術科学大学での R&D 習得は、間接カウンターパートの R&D 能力

向上に効率的であったと考えられる。 

 

・ C/P 配置 

 直接 C/P は、プロジェクトの専任として新たに雇用されており、技術移転の効率性を向上させ

た。また、間接 C/P は、WBT に係る IT 研修コース及び WBT モジュール充実のため、特定分野の専

門家として直接 C/P を指導している。 

 2 名の直接 C/P の離職は一部効率性を損なっているものの、全ての直接 C/P に対し一様に技術

移転がなされたため、彼らの知識は他の直接 C/P に十分に共有されており、深刻な影響は見受け

られない。 

 

4－1－4 インパクト 

本プロジェクト実施により、以下のようなインパクトが認められ、3～5年後に上位目標が達成される

可能性は高い。 

・ 上位目標達成の見込みは高い。 

 プロジェクトは既にスリランカ産業界の IT 人材を育成している。産業界及び企業からの IT 研

修コース受講者は既に同研修コースで得た知識を自社内で共有し、自社の目的達成のために活用

している。また、係る受講者の多くが、UCSC でより進んだ研修コースが実施されるのであれば、

是非参加したいと希望している。 

 2000 年に開始された BIT プログラムは、IT 人材育成に貢献できるよう、その手法をより強化

する必要がある。 

 

・ 上位目標達成に向けた間接的インパクト 

 産業界や IT 研修機関からの IT 研修コース受講者は、WBT 技術と方法論の重要性を十分に認識

しており、WBT 技術及び手法を新しいビジネスチャンスと捉えている。また、幾つかの大学は、

UCSC に対して WBT を用いた IT 研修及びコンテンツ開発を要望しており、これらは上位目標達成

に向けた間接的インパクトと考えられる。 
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・ その他のインパクト 

 UCSC で導入された WBT を活用した研修によって研修受講者の意識が「教わること」から「自ら

学ぶこと」へと変化しつつあり、WBT の普及が、このパラダイムシフトを更に加速させるものと

思われる。 

 WBT は各分野特有のコンテンツにより、様々な分野の人材育成に利用することができる。既に

スリランカにおいては、銀行の手続きやモバイル技術といった分野に応用されている。 

 

4－1－5 自立発展性 

UCSC には、以下の理由から十分な自立発展性が見込める。今後 UCSC は、組織としての方向性を定め、

その役割を明確化する必要がある。 

・ 組織面での自立発展性 

 本プロジェクトの実施により、UCSC の組織・機能は強化され、UCSC は既にスリランカ及び南

アジアにおいて、WBT による IT 研修機関として確固たる地位を確立している。よって、組織の自

立発展性はより高まっていると考えられる。 

 スリランカにおける IT 技術の急速な変化において、プロジェクト結果の普及には幾つかの選

択肢がある。e-Sri Lanka イニシアティブに関連して IT 人材育成にプロジェクト成果を活かすた

め、UCSC はその役割をより明確化していく必要がある。 

 

・ 技術面の自立発展性 

 C/P は既に、IT 技術の急速な変化に応じて、設備やソフトを更新する能力を有しており、また、

彼ら自身で技術を向上させるノウハウも身に付けている。 

 直接 C/P は、プロジェクトの実施にあたり専任として雇用されており、修士以上を有していな

いため、今後のキャリアパスに関心を寄せている。この関連で、彼らは既に UCSC の修士課程を

了するようアドバイスを受けており、彼らのうち 2名は既に修士課程に在籍している。このキャ

リアパスにより直接C/Pが UCSCに留まり、UCSCの WBTスキルが発展していくことが期待される。 

 

・ 財政面での自立発展性 

 UCSC は、政府からの予算配賦に加え、既に BIT の学生向けコンテンツにより自己収入を得ると

ともに、上述のとおり他の機関からの引き合いもあり、その財政基盤は堅固である。また、一方

で、OSS（Open Source Software）利用によりコスト削減を図っている。 

 加えて、本プロジェクトを実施するために設立された UCSC の付属機関、ADMTC は、UCSC から

の自律性を有した機関であり、独立採算での運営が期待される。スタジオの有効活用、十分に訓

練を受けた直接 C/P による研修、並びに十分な設備によって、財政面での自立発展は十分に可能

と思われる。 

 

4－1－6 阻害・貢献要因の総合的検証 

(1) 促進要因 

1) 計画内容に関する促進要因 

・ プロジェクト専任としての直接 C/P の配置 

・ 自立発展性を念頭に入れた R&D 分野への協力 
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2) 実施プロセスに関する促進要因 

・ 高い専門知識を持った短期専門家の効果的投入 

・ 同一人物・複数回の短期専門家派遣、同専門家による帰国後のフォローアップ 

・ 産業－大学フォーラム（IUF）における産学間の交流・情報交換 

・ 大学の全面的なバックアップによる R&D 分野本邦研修 

 

(2) 阻害要因 

1) 計画内容に関する阻害要因 

ロジカルフレームワーク（PDM）上の言葉の定義が曖昧であったため、以下の問題が生じた。 

・ 専門家を含めた日本側関係者の意思疎通に時間を要した。 

・ WBT の「モデルモジュール」が、「単なる技術サンプル」を指すのか、あるいは「本格運用

を念頭に置いたフレームワーク」なのかが明確でなかった。 

2) 実施プロセスに関する阻害要因 

・ WBT モジュール開発にあたり、開発工数の見積もりが不十分であった。 

 

 

4－2 結論 

 
 上述の評価結果により、プロジェクトは十分な自立発展性を有した十分なレベルに達しているこ

とから、計画どおり終了することが適当である。 

 幾つかの指標は達成されていないものの、UCSC の IT 人材育成能力は、まもなくこれら指標を達成

するに足る程度にまで向上したと評価できる。数多くの貢献要因の中でも、特にこの結果に寄与し

た要因としては、次の点が挙げられる。 

 

・ プロジェクトチームのサポート及び献身の下での、プロジェクトダイレクターの強力なリーダ

ーシップ 

・ 短期専門家による効果的な質の高い技術移転 

・ 直接 C/P の積極的に学び吸収しようとする姿勢 
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第 5 章 提言と教訓 

 

5－1 提言 

 
プロジェクト終了時までに対応すべき課題とともに、プロジェクト終了後において、プロジェクト実

施によりもたらされた便益やインパクトを更に発展させるため、合同評価チームは実施機関である UCSC

に対し、以下のことを提言する。 

 

(1) プロジェクト期間中における提言 

・ WBT モジュールの開発・導入を完遂すること 

・ UCSC の BIT 学生等に対して WBT モジュールを奨励すること 

 

(2) プロジェクト終了後に対する提言 

・ プロジェクトに成果に基づいた新しいビジネスプランを作成すること。特に WBT に係わるニー

ズの把握と普及のためにマーケティングとプロモーションに力を入れること 

・ より高度な技術を学びたいという IT 研修コース受講者ニーズに可能な限り応じること 

・ 他の産学各機関との密接な連携により、R&D 能力の向上を図るとともに、これらを UCSC で実施

する実用的な目的に活用すること 

・ 直接 C/P がチームを組んで業務にあたれるよう、各 C/P の能力、興味などを考慮した上、その

専門性を強化すること 

・ より実践的でニーズに対応した WBT プログラムを提供するため、直接 C/P に実務経験を積ませ

ること 

・ IUF に代表される産業界との連携を維持・促進すること 

 

5－2 教訓 

 
今後、他のプロジェクトを効果的に実施するために、今回の終了時評価から以下の教訓を引き出した。 

・ IT アプリケーション開発を伴うプロジェクトにおいては、プロトタイプレベルまでの開発とす

ること 

・ 技術要素を含むプロジェクトにおいては、実施しようとする技術分野に対し親和性の高い実施

機関を選定すること 

・ R＆D 活動を含むプロジェクトにおいては、プロジェクト計画において R&D 活動とその他の活動

の関連性を明確に定義すること 

・ プロジェクト計画は、知識・経験豊富な専門家の協力の下で詳細検証し、プロジェクト期間を

通じて関係者が現実的に到達できる範囲を想定した上で立案すること。特に核となる技術要素

については可能な限り十分精査すること。 

・ 指標については、実際に検証可能な指標であるか十分に検討すること 

・ 協力開始当初には妥当であると判断された計画についても、実施期間中必要に応じ迅速に計画

変更を行なうこと 
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・ 言葉の定義を明確にし、曖昧な表現を避けた上、類似する言葉については明確に定義分けして

おくこと 

・ 短期専門家による技術移転を含むプロジェクトについては、全体の円滑な技術移転のため、各

短期専門家の業務内容を十分に精査すること 

・ 日本側において、プロジェクトのサポート体制を確立すること 

 



 

 

 

付 属 資 料 

 

 

 

1 ミニッツ及びファイナルエバリュエーションレポート 

2 対処方針及びグリッド 

3 関係者質問及び回答表 

4 調査団長所見（総括） 

5 調査団員所見（R&D 分野について） 
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